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1．総論 

【総括判断】「県内経済は、持ち直している」 
項 目 前回（7年10月判断） 今回（8年1月判断） 

前回 
比較 

総括判断 持ち直している 持ち直している  

（注）8年1月判断は、前回7年10月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している。生産活動は、緩やかに持ち直しつ

つある。雇用情勢は、持ち直している。 

 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年10月判断） 今回（8年1月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
物価上昇の影響がみられるものの、持ち直
している 

物価上昇の影響がみられるものの、持ち直
している  

生産活動 緩やかに持ち直しつつある 緩やかに持ち直しつつある 
 

雇用情勢 持ち直している 持ち直している 
 

設備投資 7年度は増加見込みとなっている 7年度は増加見込みとなっている 
 

企業収益 7年度は減益見込みとなっている 7年度は減益見込みとなっている 
 

企業の 

景況感 
「下降」超幅が縮小している 「下降」超幅が拡大している 

 

住宅建設 前年を下回っている 前年を上回っている 
 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、持ち直していくこと

が期待される。ただし、今後の物価動向、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する必

要がある。 

2．各論 
◼ 個人消費 「物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している」 

百貨店・スーパー販売額、コンビニエンスストア販売額、ドラッグストア販売額、ホームセンター販
売額、家電大型専門店販売額はいずれも前年を上回っている。乗用車の新車登録届出台数は前年を下回
っている。観光・宿泊は回復している。これらのことから、個人消費は、物価上昇の影響がみられるも
のの、持ち直している。  
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（主なヒアリング結果） 

➢ 値上げにより、売上高は増加しているが、点数・客数ともに減少傾向であり、消費者の買い控えや安価な商品の買い回り

が見られる。（百貨店・スーパー） 

➢ 話題性のある商品や自身の欲しい商品にはお金を費やす傾向がみられ、一部の店舗では特定の商品の販売開始日の売上げ

が大きく伸長した。（コンビニエンスストア） 

➢ インフルエンザの流行によりマスク、消毒系用品の需要が堅調。外国人客の増加を受けて、免税品の売上げも好調に推移

している。（ドラッグストア） 

➢ 既存OSのサポート終了に伴い、PCの販売が好調。自分へのごほうびとして高価格帯の美容商品の購入が増えており、売

行きが好調。（家電量販店） 

➢ 一部高額車種の売行きが好調であったが、売上げは前年並であった。受注残の売上げが中心であり、新車売上台数は減少。

（自動車販売） 

➢ 秋の行楽シーズンや年末年始需要により、国内客、外国人客がともに増加したため、売上げは好調であった。（宿泊） 

◼ 生産活動 「緩やかに持ち直しつつある」 

電気機械、汎用・業務用機械は減少しているものの、生産用機械、食料品などは増加しており、生産
活動は全体として緩やかに持ち直しつつある。 

➢ 中国及び米国の半導体産業向け需要が高まっており、半導体検査機器向け製品の生産が増加している。その結果、当社全

体の生産は増加傾向にある。（生産用機械） 

➢ AI需要の影響により、取引先からの発注が増加しているため、売上高、生産量はやや増加している。（生産用機械） 

➢ 米価格の高騰により、弁当類に代わる昼食として総菜パンの需要が大きく伸びており、生産量を大幅に増やしている。（食

料品） 

➢ 一部の医療機器で主要製品に設計変更などがあったため、量産が後ろにずれてきている。（電気機械） 

➢ 米国代理店で一時的に在庫調整が進んでいることから買い控えがみられており、海外向け汎用品の生産量は減少してい

る。（汎用機械） 

◼ 雇用情勢 「持ち直している」 

人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況にある中、有効求人倍率、新規求人数はともに横ばいで
推移しており、雇用情勢は持ち直している。 

➢ 大卒、高卒とも新卒の採用は苦戦している。特に理系の応募が少ない。（製造） 

➢ 当社が欲しい人材はエンジニアであるが、業界全体でエンジニアの人手不足であり、大企業に奪われていく傾向にある。

（製造） 

➢ 人手は常に不足しており、人手不足解消策として作業の集中化や外注の導入などを実施しているが、厳しい状況。（小売） 

➢ サービス業は初任給が高くないため、他業界へと人が流れている様子であり、人手は依然として不足している。（宿泊） 

◼ 設備投資 「7年度は増加見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」7年10-12月期 
○ 7年度の設備投資計画をみると、製造業では前年比62.8％の増加見込み、非製造業では同7.5％の増加見込
みとなっており、全産業では同35.2％の増加見込みとなっている。 

◼ 企業収益 「7年度は減益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」7年10-12月期 
○ 7年度の経常利益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）をみると、製造業では前年比▲38.5％
の減益見込み、非製造業では同▲10.4％の減益見込みとなっている。 

◼ 企業の景況感 「『下降』超幅が拡大している」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」7年10-12月期 
○ 景況判断 BSI をみると、全規模・全産業ベースで「下降」超幅が拡大している。先行きについては、全規
模・全産業ベースでみると、8年1-3月期に均衡となり、8年4-6月期に「上昇」超に転じる見通しとなって
いる。 

◼ 住宅建設 「前年を上回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、持家、貸家、分譲住宅いずれも前年を上回っており、全体として前年を上回っ

ている。 



 

 

 

 

 

 

最近の山梨県の経済情勢 

 
資料編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 8年 1月 29日 

財務省関東財務局 

甲府財務事務所 

 

 

 



(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「経済産業省」

(注)令和7年11月は速報値。

167

206.8 -30.7

2月 3月 4月

131 113.3 133.5

80 78.4 89.5

107.4 99.3 111.1

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「(一社)日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会」

1．個人消費
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〔グラフ2〕

物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している
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「山梨県」「経済産業省」

「山梨県」

2．生産活動

〔グラフ3〕

〔グラフ4〕
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(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「山梨労働局」「厚生労働省」

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「山梨労働局」

2月 3月 4月
131 113.3 133.5
80 78.4 89.5
107.4 99.3 111.1

〔グラフ7〕

3．雇用情勢

持ち直している
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〔グラフ6〕
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全産業
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5．企業収益

4．設備投資
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6．企業の景況感

「甲府財務事務所」

「甲府財務事務所」

「下降」超幅が拡大している

〔グラフ10〕

〔グラフ11〕
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7．住宅建設

（注）各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「国土交通省」
（注）合計には給与住宅を含んでいる。

8．公共事業

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「東日本建設業保証（株）ほか」

前年を上回っている

〔グラフ12〕

〔グラフ13〕

前年を下回っている
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9．企業倒産

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「㈱東京商工リサーチ　甲府支店」

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「㈱東京商工リサーチ　甲府支店」

〔グラフ15〕

〔グラフ14〕

件数は前年を上回っているが、負債総額は前年を下回っている

5

16.7

▲ 100

0

100

200

300

400

500

600

0

2

4

6

8

10

12

14

7/1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 7/1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

（％）（件）

倒産件数（県内）

件数 前年同月（期）比

560

▲ 47.6

▲ 900

0

900

1,800

2,700

3,600

0

600

1,200

1,800

2,400

3,000

7/1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 7/1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

（％）

負債総額（県内）

負債総額 前年同月（期）比

（百万円）

 7  


